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防波堤の滑動量に関する破壊確率の算定精度向上に関する研究

A Study on the Improvement of the Accuracy of Failure Probability of Breakwaters

in view of Sliding Displacement by Monte Carlo Simulation
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The Monte Carlo Simulation method is widely used for the evaluation of failure probability of breakwaters in view

of sliding displacement. The method might be used more frequently in the future as the new technical standards for

port and harbor facilities employ the performance-based design methodology. The accuracy of the result of the simu-
lation depends on the pseudorandom number generating method and iteration number . This study aims at presenting 
the appropriate pseudorandom number generating method and iteration number for the evaluation of failure probability

of breakwaters in view of sliding displacement.

1.　は じめ に

港湾基準(2007)が 改正 され,信 頼性 設計法 が導 入 され

た.防 波堤 の外部安定 については,部 分係数 を用 いる レベ

ル1信 頼性設計法 が標準的な方法 として位置づけ られてい

るが,新 しい港湾基準の大きな特徴 は,性 能規定化が なさ

れ,性 能照査方法 については設計者 の判断による自由度が

認 め られているという点にある.防 波堤 の外部安定 のうち,

滑動安全性 については,信 頼性設計法の手法 と して滑動量

に関す る破壊確率等をモ ンテカルロシミュレーション(以下,

MCSと 記述)に よ って評価する試みが下迫 ・高橋(1998)に

よって提案 されて以 来,現 在広 く用い られている.従 って,

港湾基 準の性 能規定化 に伴 い,MCSに よる方 法 は,設 計

実務 における適用 が増 えることが想定 され る.し か しなが

ら,MCSは 乱 数の発生方法 や試行 回数 によって結果が異

なるため,適 切 な方法を用いないと精度 が悪 い場合があ る.

本研 究で は,防 波堤 の滑動量 に関す る破壊確 率をMCSに

よって精度 よく求 めるための乱数の発生方法 と試行 回数 に

ついて検討を行 った.

2.　防波堤 の滑動量 に関す る破壊確率 の算定方 法

(1)　算 定方法の概要

下迫 ・高橋(1998)の 方法 はMCSに よ って設計供用期間

中の累積 滑動量 の平均値(期 待滑動量)を評価す るものであ

るが,本 研究では期待滑動量ではな く,下 迫 ・多田(2003)

により提案された,供 用期間 中の累積滑動量 が基準値 を超

え る確率 を対象 とする.算 定 方法は,(1)滑 動 に関する運動

方程式を数値積分 して1波 毎の滑動量 を算定する,(2)レ ー

リー分布 に基づいて,1回 の高波(来 襲 波群)に よる累積滑

動量を計算す る,(3)こ れを供用年数分繰返 して供用期間中

の累積 滑動 量 を計算 す る,(4)MCSに よって各 設計 因子

(波高,潮 位,摩 擦係 数,自 重等)の ばらっ きを考 慮 し,

滑動量 に関する破壊確率を評価す るという4つ の計算領域

で構成 されている.こ のとき,高 波 は毎年1回 来襲するこ

ととし,そ の継続 時間 は2時間 と している.毎 年の高波 は

沖波の極値分布形 に従 って発生させ,沖 波波高か ら堤前位

置での有義波高,最 高波高 の算 出に際 しては,換 算沖 波

波高 を用 いた浅水 変形,砕 波変形 モデル(合 田,1975)を

用いている.

1波 での滑動量 の計算 は,式(1)に 示すケーソンの滑動 に

関する運動方程式 を2回 積分す ることにより算定す る.

(1)

ここで,W:堤 体 の空中重量(kN/m),g:重 力加速度

(m/s2),Ma:付 加質量(=1.0855ρ0h'2)(t/m),ρ0:海 水の

密度(1.03t/m3),h':ケ ーソン底面か ら静水面 までの高 さ

(m),x:ケ ー ソンの滑 動量(m),島:堤 体 に作用 する水

平 波力(kN/m),W':堤 体の水中重量(kN/m),PU:堤 体

に作用す る揚圧力(kN/m),f:堤 体底面 と基礎 との摩擦係

数 である.

水平波力 および揚圧力 の従 う波力の時系列 モデルと して

は,谷 本 ら(1996)が 提案 している三角形パルスに正弦波形

を組み合 わせた波形 モデルを用 いている.

(2)　MCSの 方 法

MCSの 一般手順 は次の通 りとなる.(1)擬 似乱数(区 間[0,
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1]の一 様乱数)を 発生 させ る.(2)一 様乱数 を,必 要 な確率

分布および相関を有す る乱数に変換す る.(3)得 られた乱数

の組 み合わせを用いて,構 造物 の安全性を評価 する.(4)以

上の評価 を数多 く実施 し,破 壊 と判定 された回数を全試行

回数 で除 して破壊確率 とする.

本研 究では,防 波堤 の滑動量 に関する破壊 確率の評価の

ためのMCSの 方法 と して,以 下 の3通 りの方法 を用 いて

相互比較 を行 った.即 ち,(1)一 様乱数 の発生 に線形合 同

法を用 い,正 規乱数への変換 に中心極限定理を用 いる方法

(以下LCGと 記述),(2)一 様乱数 の発生 にメルセ ンヌ ・ツ

イスタを用 い,正 規乱数 への変換 にボ ックス ・ミュラー法

を用 いる方法(以 下MTと 記述),(3)一 様 乱数 の発生 に超

一様 分布列 を用 い
,正 規 乱数への変換 に誤差 関数 の初等

関数近 似 による逆演算 を用 いる方法(以 下LDSと 記述)で

ある.以 下,各 方法 について説 明す る.

(1)は現在広 く用い られている方法 である.線 形合 同法は

式(2)に よって一様乱数 列を発生 させ る.線 形 合同法 は周

期等 の面で問題があるという指摘が各方面 でなされてお り,

擬似乱数の発生方法 と しては一世代前の方法 といえ る.

(2)

ここで,λ,c,Pは 定数,modは,そ の前 の値をその後

の値 で除 した余 りである.

正規乱 数への変換 に用 いる中心 極限定 理 は,同 一の確

率分布か らサ ンプ リングされた多数 の乱数 の和 は正規分布

に近付 くことを利用 したものである.一 様 乱数xi(i=1,,,n)

のn個 の和の平均 μ,標 準偏差 σは式(3)により得 られる.

(3)

これより,例 えば12個 の乱 数の総和か ら6を 引けば,平

均ゼロ,標 準偏差1の 正規乱数 に変 換 されることになる.

ただ し,中 心極 限定理 は破壊確率の評価のために最 も重 要

な確率分布の裾の部分の精度に問題がある可能性がある.

(2)の メル セ ンヌ ・ツイ ス タはMatsumoto・Nishimura

(1998)に よるもので,現 在 の標準的 な擬似乱数発生 のアル

ゴリズムと して広 く用い られてお り,周 期が219937-1と 周

期等 の面で非常 に優れたものとな っている.

ボ ックス ・ミュラー法(Box・Muller,1958)は 式(4)に示

すように,2つ の独立 な一様乱数か ら正規乱数 を発生 させ

るものであ り,中 心極 限定理 と比較 して分布 の裾の精度は

高 いと考 えられる.

(4)

(3)の超一様分布列は準乱数 を発生 させ る方法で,ラ ンダ

ム性 はないものの確率分布 の再現性 は最 も優 れてお り,破

壊確率 の計算 などの積分問題への適用 については収束が早

いことが期待 され る.ま ず,10進 法の整数nをb進 法に展

開 したχn=φb(η),η=0,1,… は基数bのvander Corput

列 と呼ばれる.こ こで,φb(n)は 基底逆 関数 と呼ばれ,整

数nを わ進展 開 した係 数ajを もとに,以 下で与え られ る.

(5)

Faure列 にお いては,ん 次元 の問題 に対 して,k以 上 の

素数pを 基 数 として用 いる.ま ず1次 元 目は基数pのvan

der Corput列 と同 じである.

(6)

2次 元 目以上については次の通 りとなる.

の

ここで,sCtは 二 項 係数 で あ り,以 下 によ り得 られ る.

(8)

本研究で は,こ れを更 に田村 ・白川(1999)が 改良 した一

般化Faure列 を用いた.ま た,誤 差関数 の初等関数近似に

よる逆演算 は,1つ の一様 乱数か ら1つ の正規乱数が得 ら

れ るため効率が良い.本 研 究ではこれに大浦(1995)に よる

ものを用 いた.こ れは,式(9)を 近似式 として,誤 差関数の

複素領域 での有理 関数近似を最適化 したものである.た だ

し,Eα,β(z)が不連続 になるなどの理 由により複素関数近似

の場合 は近似領域 を分割す る必要があるが,煩 雑 さを省略

す るために最適化 は実近似 のみで行われている.

(9)

こ こで,ai,bi,α,β は最 適 化 に よ り決 定 され る定 数

で あ り,Nは 展 開 項 数 で あ る.
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表-1　検討条件

※)水深は潮位を除く値である.ま た,摩擦係数μ=0.75は摩擦増大マットを用いた場合の特性値である.

図-1　 検 討条 件 ケー ス1の 結 果

図-2　 検討 条件 ケー ス8の 結 果

3.　検 討 条 件

検討対象 には,全 国 の設計資料 か ら設計条件の偏 りがな

いよ うに抽出 したケーソン式混成堤 の建設事例10ケ ースを

用 いた.検 討 ケースの設計条件 を表-1に 示す.

各 設計因子 は正 規分布 に従 うと仮 定 し,平 均値 の偏 り

μ/Xk(平 均値 と特 性値 の比)と 変動係数Vは 長尾(2001)に

よってまとめ られた値 を用 いた(表-2).こ こで,元 の設計

条 件で設計潮位 として既往最 高潮位H.H.W.L.が 用 い られ

ているケースについては,滑 動 量の算 定において も設計 潮

位 を用い,潮 位は確定値として扱 った.ま た,摩 擦増大マッ

トを用 いてい るケースにつ いて は,摩 擦 係数 の特性値 を

0.75と し,確 率特性 は表-2に 示す値を用 いた.

検討断面は旧基準 の規定である滑動安全率1.2を 満足す

る断面 とした.ま た,MCSの 試 行回数 は設計供用期 間50

年間に対 して20万 回 とした.滑 動量 に関する破壊確率を算

定す るための基準 滑動量 としては,下 迫 ら(2006)が 提 案

する10cm,30cm,100cmの3通 りと した.以 上 の解析 を,

LCG,MT,LDSの3通 りの乱数発生方法で実施 し,破 壊

確率Pf10,Pf30,Pf100を 評価 した.
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表-2　 設計 因子 の従 う確率 特性(長 尾,2001)

※)水 深変化緩/急:海 底勾配1/30未満/以 上

※)γwl:既 往最 高潮位(H.H.W.L)と さ く望 平均満潮 位

(H.W.L.)の比

図-3　 破壊確率比(各手法の破壊確率 とLDSに よる破壊確率の

比)

4.　検 討 結 果

各手法 による破壊確率 の収束状況 の例 と して,ケ ース1

およびケース8の 結果をそれぞれ図-1お よび図-2に 示す.

各手法 とも,試 行回数 が10万 ～15万 回程度 までは破壊 確

率が収 束 していない ことがわか る.さ らに,LDS,MTと

比 較 して,LCGで は何 れの許容値 に対 して も破壊確 率を

低 く評価 している.ケ ース1で は何れの許 容値に対 して も

LDSに よる破壊 確率 がMTよ りも高 いが,ケ ース8で は逆

の傾向を示 している.そ こで,20万 回の試行後の破壊確率

を対象 に,LCGお よびMTに よる値をLDSに よる値 で除

した比 の頻度分布 を図-3に 示す.1ケ ースあたり3種 類の

破壊確率が評価 され るため,合 計で30個 の破壊確率の比の

頻度分布 となっている.

図 より,LCGは,全 てのケースについて,滑 動量に関す

表-3　摩擦係数の裾部分の再現 との比較(160万 回)

る破壊 確率を低 く評 価する傾 向にあることがわか る.LDS

との比 で平均 的に0.79倍 の破 壊確率 しか算 出 されないため,

設計実務 において この方法 によ って断面を決定すると危険

側の評価 とな る.MTはLDSと の比で平均 的に0.99倍 の破

壊確率が得 られ,概 ねLDSと 同程度 の精 度で破壊確率 を

評価 できるものと考え られ る.

次 に,LCGが 危険側 の評 価 とな る理 由について検 討す

る.上 述 したように,こ の方法では正規乱数への変 換方 法

と して中心極 限定理 を用 いているが,中 心極限定理 は確 率

分布 の裾 の再現性 に問題がある可能性がある.こ の ことを

確認 するため,摩 擦係数 を例 に取 り,各 方 法による160万

回サンプ リング時 の分布の裾の部分 の再現状況を理論値 と

併せて図-4お よび表-3に 示 す.LDSで は理論 曲線 と非常

によ く一致 しているが,LCGで は理論 曲線 よりも再現 され

る回数が非 常に少 な く,こ のため破壊確率 を過小評価す る.

MTは 裾 の再 現性 はLDSに 比べ劣 っているが,LDSと 比

較 して必 ず しも破壊確率を過小評価す るわ けではない.こ

れは作用側 のパ ラメータの波高が砕 波の影響 を受 けるため

に裾 部分の再現性 の問題が軽減 される場合があるためと考

え られる.

最後 に,MCSに よる必要 試行回数 につ いて検討す る.

20万 回試 行による破壊確率 と±3%の 誤 差で破 壊確率を評

価す るための試行 回数を図-5に 示す.破 壊確率が小 さい

ほど多 くの試 行回数が必要 となり,破 壊確率が0.01の 場合,

MTで は1.5×105回 程度,LDSで は1.0×105回 程度が 目安

とな ると考え られる.

5.　ま とめ

本研 究では,防 波堤 の滑動量 に関す る破壊確率 をMCS

によ って評価す る場合 の精度 向上方法 について検討 した.

本研究 による結論 は以下 の通 りである.

(1)　現在広 く用 い られている線形合同法+中 心極 限定理 によ

るMCSは 他の方法 と比較 して破壊 確率を低 く評価する

ため,設 計実務において この方法を適用することは適切

ではない.

(2)　線形 合同法+中 心極 限定理 による方法が危 険側の評価

となる理由は,確 率分布 の裾の部分 の再現性 に問題があ

るためである.

(3)　破壊確率を精度良 く評価す るためには,数 多 くの試行回

数が必 要である.20万 回試 行による破壊 確率 と±3%の
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図-4　 検討 条件 ケース1の 結 果

図-5　 検 討条 件 ケ ース8の 結果

誤差 で破壊確率を評価 するための参考図 を提示 した.
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